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140 闊西大學「経瀦論集」第19巻第 1号
にみるように問題が表面的に取扱われている（第8・9章） こと等の問題点もあるが， 入
門害としての性格からこれらの問題は不可避的なものであり，これらの問題以上に全体の
構成と各部門の叙述は「国民所得分析入門」書として第一級の価値を持つものと推奨して
よいであろう。 一一玉木興乗――•
リチャード ・E・ロウ編
『反トラストの経済学』
The Economics of Antitrust; Competition and Monopoly. Edited 
by Richard E. Low. Prentice-Hall, Inc., Englewood Cliffs, N. J., 1968. 
pp. 178. 
近時，アメリカにおいては，反トラスト政策について法律家，経済学者，財界人がいり
乱れてのきびしい論争がみられ，またそのなかで反トラスト政策そのものにも著しい変化
がみられる。このような反トラスト政策の変化とそれについての論争の背景となっている
のは，法的には1950年のクレイトン法第7条の改正が反トラスト政策に与えた影態であ
り，また経済学的には「競争と独占」をめぐる理論上の発展である，と考えることができ
よう。またさらには，戦後アメリカの経済実態と企業行動が反トラスト政策に投げかけた
新しい諸問題の出現（いわゆる「第3次合併運動」に代表される）であるとも考えうる。
本書はこのような反トラスト政策の変化とそれをめぐる論争とのなかで出てきた諸論点
を代表的な諸論文によって提示しようとするものである。したがって本書における考察の
対象は，一方では反トラスト法の解釈と運用という法律的側面におかれるが，編集の主要
意図は，経済学的側面から反トラスト政策の対象，およびその効果を検討することにある
のであって，そのことは本書の書名が示すとうりである。編者ロウは，ラトガーズ大学大
学院の準教授（経済学）であるとともに，弁護士でもあり，彼自身が言っているごとくエ
コノミストと法律家という 2つの専門を本書の編集にあたって使い分けている。なお，口
ウの従来の業績には TheDevelopment of Executive Talents, 1958(共著）， TheOwner-
ship of Unforeseen Rights, 1964の両著のほかに反トラスト関係の論文が多数ある。
140 
リチャード ・E・ロウ編『反トラストの経済学』 （安善） 141 
本書は，きわめて多岐にわたる各分野について検討する次の諸論文で構成されている。
Introduction•········••00·•·······0000"''·············00••····························R. E. Low 
Part I How Competitive Is the American Economy? 
(Article 1) Monopoly. and Concentration: Comparisons in Time 
and Space• • • • -• • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • •· • • • • M. A. Adelman , 
(Article 2) The Economic Theory of Antitrust: Science or Re-
hg10n? •···························································D. Dewey 
Part IT The Merger Controversy 
(Article 3) Mergers and the New Antitrust Policy…………… 
・・・・・・・・ ・ ・ ].W. Markham 
(Article 4) Mergers and the Courts………・・・Edited by R. E. Low 
Part il Should Giant Corporations Be Dissolved? 
(Article 5) A Policy for Antitrust•·····C. Kaysen and D. F. Turner 
(Article 6) The Economic Impact of Antitrust : An Overview 
・・・・・・・・・・・S. N. Whitney 
Part IV Other Antitrust Issues 
(Article 7) Antitrust v. Patents•·····························L. I. Wood 
(Article 8) Franchising and Business Independence・ • • M. Handler 
Part V Antitrust in Operation 
(Article 9) A Partial Search for Affirmative Antitrust Answers 
•··························W.Szmon 
Part VI Antitrust Abroad 
(Article 10) Competition in the Court………… N. H. Leyland 
このうち，ロウの2論文（序論と第4論文）をのぞくと各論文とも，著書，論文，ある
いは上院反トラスト・独占小委員会での報告からの転載もしくは抜幸によるものである
が，掲載論文の選択基準には反トラスト政策にかんする理論上の諸問題についての編者の
認識が反映していると思われる。編者のこの点での認識がどのようなものであるかを知る
ためにも，まずロウの2論文を紹介しよう。
序論は42ページにわたっており，所々で掲載諸論文の位置づけを行いながら，反トラス
ト政策にかんする筆者自身の見解と現存の諸理論についての簡単な評価を提示している。
彼は反トラストの法律的側面と経済的側面とを分け，前者は「取引規制が合法的である程
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度」の凋題であるとし，他方「取引規制を構成するのは何か，また種々の規制の効果はど
のようなものとなるだろうか」 (p.12)といった問題は経済学的研究をつうじてしか正し
く解決しえない経済問題であると述べているのであるが，両者のうち経済的観点からは，
反トラストと国民経済目標（価格安定，経済成長，高水準の雇用）とのあいだの関係につ
いて考察している。ところで反トラストと経済目標とのこの関係は，おもに，反トラスト
政策が市場構造に及ぼす影響をつうじて機能するのであって，筆者は純粋競争，独占的競
争，寡占，独占の4つの市場構造モデルの変化との関連でこれを検討している。
他方，反トラストの法律的側面についてロウは「条理の原則 (therule of reason)」
基準と「当然 (perse)」基準との関係に集中して検討しているのであるが， ここでの彼
の問題意識は，当然原則が「時間と金のかなりの節約」 (p.20)を伴いつつ条理の原則と
同じ結果に導くだろうか，否か，にある。なお「条理の原則」は，筆者によれば，附帯的
原則，その効果によって判断される行為，対照的諸効果の比較考量（特定の行為の合法性
を判断するのにその行為の結果のプラス面とマイナス面とを比較考量する）の3つの面か
ら考察しうる，と考えられているが，このような把握は，反トラスト政策の最近の変化に
裏打ちされたものであろう。
またロウぱ反トラスト法が促すべき競争の性格について検討しているが，その点ではま
ず「競争を構成するものは何か」(p.22)との問いに答えるために， 「積極的 (active)」競
争と「受動的 (passive)」競争，「きびしい (hard)」競争と「おだやかな (soft)」競争，
および競争と競争者という相対立する諸概念の対比が行われる。ここでいう「積極的」競
争とは，純粋競争下での受動的競争とは異なり，企業が相互に影響を与えうるに十分な市
場シェアをもつ場合の競争形態として把えられる。このような積極的競争はかなりの程度
の市場力を伴なうのであって，かくして「積極的競争の利点がまさにその市場力に依存し
ている時，何がなされるぺきなのか？」 (p.23)という問いが発せられることになる。
「きびしい」競争については，ロウは反トラスト法を必要とした企業行動の多くがそのよ
うなものであったとし，このような競争としては，競合企業の存在を脅かすような競争
（多くの企業家が選好するような，競合者の利潤水準を脅かすにすぎない行為と対比し
て）を考えている。しかしそれとともに彼がとくに注意しているのは， 「きびしい」競争
が非難の対象になるのは，他の企業を破滅に追いやった企業がさらに新企業の参入を阻止
する力をもつばあいのみである，ということである。さらに筆者は，最高裁の判例を引
き，それが反トラスト法の目的として競争の保護よりも競争者の保護を志向する傾きがあ
ることを指摘し，そのような基準は反トラスト法の目標を経済効率に反するところに設定
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することになるのではないか，との懸念を表明する。筆者は，このような分析のうえに立
ち，競争をいかに測定するか，という問題に市場構造，市場行動，および市場成果の3つ
の側面からの接近を試み，さらに J.M.クラークの実効競争 (workablecompetition) 
にかんする特徴づけを検討している。
最後に，ロウは，反トラスト政策の残された一目標として，効率の問題をとり上げ，合
併についての最高裁の判決の仮定事項が最近， 「高度に競争的な市場のもつヨリ大きな効
率」についての関心から， 「効率に関係のない伝統的競争」 (p.34) についての関心へと
移行してきたことを指摘し，反トラストと効率との対立が重要な問題になる可能性がある
点に注意を促している。
ロウは，さらに第4論文において，クレイ．トン法第7条の目的，市場の境界，合併を肯
定する弁論の3点について，裁判上の意見を引用し，このような序論での問題提起を補完
している。
次に，本書所収の他の諸論文を簡単に紹介すると，まずエイデルマンの第1論文は，産
業集中，生産物集中，および一般集中について，アメリカでのそれぞれの変遷を実証的に
研究している。この論文において注目されるのは産業集中と生産物集中とを区別している
ことで，彼はこの区別の意義について「もしも生産物集中が減退しているのに加重平均し
た産業集中が安定的なままであったとすれば，このことは，……諸企業がそれぞれの広義の
産業集団内で多様化する傾向があった，ということを示唆する」 (p.52) と述べている。
第2論文ではデュウイは， 「或る意味では，反トラスト政策の全史は，競争を有効に定
義するための裁判上の探究として解することができる」 (p.62) という観点から，競争理
論ー一あるいは独占理論ーがシャーマン法下の反トラスト諸立法のなかにどのように位
置づけられてきたかを分析している。この論文でのデュウイの問題意識は， 1920年の時
，点においてすでに反トラスト政策が解決を要する重要問題としてかかえていた2つの問.... 
題—「効率的な生産のために必要であるということでは正当化されえないであろうよう
な支配的ならざる市場地位の合法的状態とは何か？」という問題と「効率テストによって... 
正当化されうるであろうような支配的市場地位の状態とは何か？」 (p.63) という問題
—について，この40年間に裁判所は第 1 の問題への解答を出すための努力をしてきたに
もかかわらず，第2の問題にまっ向から取り組もうとはしなかった，という点にある。こ
のような問題意識のうえに立って，デュウイは，反トラスト政策と，競争および効率との
関係を次のように論述している。すなわち， 「競争」概念についてデュウイは， 「競争は
過程であり，述ぺることはできても，定義することはできない，というのが真実である」
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(p. 71)との見解をとり，それにしたがって，反トラスト政策の目的は「過程として考え
られる若干の競争現象の保護」 (pp.71~72)である， と言う。 しかも彼は，このような
特定の競争現象の保護も，その保護を与えるための経済的コストについての或る評価がな
されないならば，それが望ましいかどうかは確かめえない，と考えるのであって，そのこ
とから，反トラスト政策の2つの目的ー一業界での意思決定の分権化 (decentralized
decision-making in the business world)と経済効率 はしばしば，一方の目的が達
成されるために他方が犠牲にされねばならないような関係をもつことになる。デュウイに
よれば，このような選択の必要性がシャーマン法第2条事例における当然原則の展開を大
いに妨げてきたのである。
デュウイは以上のような論証を行う過程で，これまで「独占の弊害」として考えられて
きた 3つの論点について， (1)過剰な価格切り下げによる損失が合併によって避けうるし，
またかって不公正取引の縮図と考えられた取引慣行ー一排他的取引，共同販売強制，抱き
合せ契約 は大部分が無害である， (2)実証研究は， 「産業独占のコスト」が国民所得の
1.Slる以下であることを示している， 13)カルテルについても，申し合せ違反の可能性と新企
業参入の骨威とがカルテル価格を競争価格に接近させるであろうし，また企業が少数で参
入が困難なばあいカルテル価格の上昇がありうるとしても，そのような状態ではカルテル
なしに生産が効率的に組織されうる方法がない，という観点からの反論を行っている。
第3論文ではマーカムは，企業合併についての裁判上の基準（それは，彼によれば，最
近急速にきびしくなってきている）を検討する。この論文においてとくに注目に価するの
は，クレイトン法第7条下の水平的合併が今日では当然違法のカテゴリーに属するように
なってきている，という指摘であろう。彼は，このような新ドクトリンのもとでは，いく
つかの条件 (1)特定のヨリ狭義の市場競争は減退するかもしれないとしても，合併の純
効果 (neteffect)は競争を増すことになるかもしれない， (2)合併が支配的地位にあるヨ
リ大規模な敵対者とョリ効果的に競争するのを可能にする， (3)合併が効率を促す，といっ
た条件—ーがあるばあいでも，取得企業はその取得を保持しえなくなる，と述べその問題
点を指摘している。
第5論文と第6論文は， 「巨大会社は解体されるべきか？」という主題のもとに，相対
立する見解として掲載されている。ケイゼンとターナーの第5論文は，両者の周知の共著
Antitrust Policy: A Legal and Economic Analysis, 1957からの抜莱であるが，これ
に対置されているホイットニィの第6論文は，企業解体のプログラムに集中して第5論文
（およびそれと関連して J.S. ベインの見解）にたいする批判を展開している。
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ケイゼンとターナーは，「不条理な (unreasonable)市場力の基準」として， (1)需要も
しくは費用のかなりの低下，ないしはかなりの過剰能力を価格が持続的に反映しない状態
(2)危険と過剰能力といった要因を考慮したうえでもなお異常な高利潤の持続， (3)収益性の
ある産業に参入するに際しての新企業の失敗，という 3つの基準を提示するのであるが，
ホイットニイはそれらの基準のそれぞれについて，おもに経営上のイニシアチプといった
観点に力点をおいて批判的に検討する。さらに，ホイットニイは市場力をもつ企業を実際
に解体するばあいに起る現実問題を列記し，その難点を指摘している。また彼は，ベイン
が提示した市場成果の基準について，超過利潤，超過販売費用，および製品成果の乏しさ
のそれぞれについて問題点を記述している。
第1論文，第8論文はそれぞれ特許，およびフランチャイズ化といった反トラスト政策
上の特殊問題を取り扱っており，また第9論文は反トラスト法の施行上の問題を検討して
いる。
最後の第10論文は，イギリスの反トラスト政策にかんする論文であるが， レイランドは
まず，企業成果のテスト基準として利潤，費用・価格の関連性，費用構造，生産能カ・産
出高の関連性，買手・売手の関連性，参入， および進取性 (progressiveness)をとりあ
げ，各基準について若干の考察を行い，さらに1956年法が現在ぷつかっている障害に注意
を喚起している。
編者ロウは，序論において，反トラスト政策は多くの面で，異なった学問諸分野，および
異なった国民的諸目標のあいだのかけ橋であるけれども，そのようなかけ橋が川幅に満た
ないとすれば危険きわまりないと述べ，そのような虚偽の安全性が賢明ならざる反トラス
ト政策の帰結であるかもしれない，との疑問を投げかけている。ロウはまた，反トラスト
政策において，長期間にわたって何らの結論，もしくは学識上の一致がえられなかった，
ということにとくに注目している。本書所収の論文の多くが反トラスト法の従来の解釈，
ないしはその経済理論的基礎にたいする問題提起を行うものである（それはしばしば従来
の反トラスト理論を清算しようとするものではないかとさえ思われる）， ということはこ
のような編者の問題意識に起因していると考えられる。 ーー安喜博彦―
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